
NO.３０２１ 

 

大阪府立住吉商業高等学校 

校長  北村 宏貴 

 

令和４年度 学校経営計画及び学校評価 
 

１ めざす学校像 

簿記・流通・観光等の科目を学ぶ商業学科の特性を活かして地域のニーズや社会の要請に応える教育活動を展開し、地域や社会を支える人材を育成する。 

１．多様な学びを通して能力・適性を伸ばし、自らの将来を展望し、目標達成に向かう自己実現力を育む。 

２．急速に変化する社会の中でも、広い視野を持ち、自らの社会での役割を見出すことができる人材を育成する。 

３．本校で身につけた知識や経験をもとに、様々な困難に立ち向かい、他者を理解し、協働できる寛容な心を育む。 

４．市民や地域の期待に応え、生徒が楽しく、意欲的に学べる環境や取組みの充実した学校をめざす。 

 

２ 中期的目標 

１ 確かな学力の育成 

(１)「わかる授業、学力がつく授業、進路に結果をだす授業」をめざした取組みを進める。 

ア 基礎基本の充実をはかり「わかりやすい授業をめざすとともに、商業学科の特性を活かした授業展開をもとに、従来の授業実践と ICT 機器を活用

した授業を融合し、教員同士の能力を組み合わせ、技術や知識の共有を図る。 

イ 授業を通して「自己実現力、協働力、深く考える力」を育むことをめざし、授業力向上のための、公開授業や校内研究協議を活性化する。  

 ※学校教育自己診断（教員）における「コンピュータ等の ICT 機器が授業などで活用されている」の肯定率を、R６年度には 60％以上をめざし、毎年５％

ずつ引き上げる。 

 ※学校教育自己診断（生徒）における「授業は、わかりやすく楽しい」の肯定率を、R４年度には 74％以上をめざし、毎年２％ずつ引き上げる 

※基礎学力の定着をめざし、全商簿記検定・全商情報処理検定における３級の取得者を令和４年度１年次での取得者割合を 70％とし毎年向上させる。 

２ 商業教育、観光教育、キャリア教育、道徳心・社会性の育成の推進 

(１) 商業教育、観光教育、キャリア教育を系統的、積極的に推進し、将来、職業人・社会人としてよりよく自己を活かし、協働し生きていくための基盤と

なる能力や態度を育成する。 

ア 「ライフプランニング」、「課題研究」、「志学」LHR 等を活用して、３年間を見通した商業教育、キャリア教育等を行う。 

イ 資格の取得と技術の習得を勧め、社会人基礎力を身につけさせる 

   ウ 生徒自らが、挨拶、礼儀、身だしなみ等、規範意識を高める態度を日々の教育活動の中で育む。 

   エ 生徒自らが、時間を守り、落ち着いて学習活動に取り組めるよう、基本的生活習慣を確立させる。 

※進路未決定者を毎年減少させ、進路未決定者ゼロを目標とする。（決定者 R1 97.9% R2 95.0％ R3 95.2％ ） 

※R４年度には、遅刻件数を一人平均４件未満をめざし、毎年減少させる。（R1 3.6 件 R2 4.1 件 R3 4.0 件） 

３ 地域の期待に応え、生徒が楽しく、意欲的に学べる環境や取組みの充実した学校をめざす。 

(１)  子どもが安心して成長できる安全な社会・学校の実現 

ア 生徒が学校中心の生活を送れるような明るく楽しい学校づくりの推進 

イ 生徒が健全な学校生活を送るための保健管理と環境美化 

      ウ 人権教育と支援教育の充実 

 (２) 他校種や地域との連携を深めるとともに学校情報の積極的な発信を行う。 

    ア 近隣の小中学校や施設との連携を強化し、地域に一層信頼される学校をめざす。 

   イ  学校ホームページ、体験授業等を活用し、学校情報発信を積極的に行う。 

  ウ 令和６年度までに、観光コースにおいて、地域・企業と連携した取り組みを２件以上計画・実施する。 

（３）教職員の働き方改革に関する取り組みを行う。 

ア 委員会の整理・統合をおこない教職員の負担軽減を図る。 

イ 教員同士の能力を組み合わせ、技術や知識の共有を図る。また ICT 機器を活用することにより、教材研究の時間の軽減を図る 

 ※学校教育自己診断（生徒）における「悩みや相談に親身なって応じてくれる先生がいる」の肯定率を、R６年度に 64％以上をめざし毎年２％引き上 

げる。 

 ※学校ホームページの更新回数 150 回をめざし、毎年維持する。（R1 83 回 R2 97 回 R3 140 回） 

 

 

【学校教育自己診断の結果と分析・学校運営協議会からの意見】 

学校教育自己診断の結果と分析［令和 年 月実施分］ 学校運営協議会からの意見 
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３ 本年度の取組内容及び自己評価 

中期的 

目標 今年度の重点目標 具体的な取組計画・内容 評価指標 自己評価 

１ 

確
か
な
学
力
の
育
成 

(１) 

「わかる授業、学力がつく

授業、進路に結果をだす授

業」をめざした取組みを進

める。 

 

ア 商業学科の特性を活

かした授業展開をもとに、

従来の授業実践と ICT 機

器を活用した授業を融合

し、教員同士の能力を組み

合わせ、技術や知識の共有

を図る。また、ICT 機器を

活用することにより、教職

員の勤務時間の軽減を図

る。 

イ 授業等を通して「自己

実現力、協働力、深く考え

る力」を育むことをめざ

し、授業力向上のための、

公開授業や校内研究協議

を活性化する。  

 

(１) 

ア・個々の生徒を尊重し、褒めて伸ばす教育を

学校全体に浸透させるために、教職員全員で

取り組み、意欲的かつ積極的に学校生活に取

り組む生徒が増やすべく活気ある学校づく

りを進める。 

・教員が教材研究・授業等に ICT 機器をより

一層活用できるように工夫する。 

・授業アンケート等の結果を踏まえ、教材の

精選・授業展開等の工夫を行う。 

イ・校内授業見学を実施し各自年度内に 3 回以

上見学させる。また教科ごとの研究授業を実

施する。 

・HR・講演会・各種説明会等を通じて、多様

化する教育課題を生徒・保護者にも情報提

供し、理解を深める。 

・会議・各種員会を精選し教員力・授業力の

向上をめざす。 

(１) 

ア・学校教育自己診断（生徒）の

「授業は、わかりやすく楽し

い」を 70%（新規） 

・学校教育自己診断（教職員）

の「教員間で授業方法等につ

いて検討する機会を積極的に

持っている」を 60％。（新

規） 

・学校教育自己診断（教職員）

「コンピュータ等の ICT 機

器が授業などで活用されてい

る」50％以上。（新規） 

・学校教育診断（生徒）の「教

え方に工夫をしている先生が

多い」60％以上。（新規） 

イ・学校教育自己診断（教職員）

「学校内で他の教員の授業を

見学する機会がある」80%

以上。（新規） 

 ・教科ごとの研究授業を年度内

に各教科１回以上実施する。 

・学校教育自己診断（教職員）

「各種会議が教職員間の意思

の疎通や意見交換の場として

有効に機能している」70％以

上。（新規） 

・学校教育自己診断（教職員）

「校内研修は教育実践に役立

つような内容になっている」

70%以上。（新規） 
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２ 

キ
ャ
リ
ア
教
育
、
商
業
教
育
の
推
進 

 (１) 商業教育、観光教

育・キャリア教育を系統

的、積極的に推進し、将来、

職業人・社会人としてより

よく自己を活かし、協働し

生きていくための基盤と

なる能力や態度を育成す

る。 

ア 「ライフプランニン

グ」、「課題研究」、「志学」

LHR 等を活用して、３年

間を見通した商業教育、キ

ャリア教育等を行う。 

イ 資格の取得と技術

の習得を勧める。またコミ

ュニケ―ション能力・プレ

ゼンテーション能力等の

ビジネススキルの育成を

図り、社会人基礎力を身に

つけさせる 

ウ 進路指導部と学年 

が連携し、キャリア教育、

進路相談を充実させる。 

エ 生徒自らが、時間を

守り、落ち着いて学習活動

に取り組めるよう、基本的

生活習慣を確立させる。 

(１) 

ア・「ライフプランニング」・「課題研究」を中心

に体験型学習を取り入れ、３年間を通じて

のキャリア教育の充実を図るために内容

を精査し、シラバを作成する。 

イ・能力に応じた級の商業系検定・漢字検定、

英語検定を受けるよう、奨励する。 

 ・「ライフプランニング」・「課題研究」の授業

を通してコミュニケーション能力・プレゼ

ンテーション能力の育成を図る。 

ウ・１年次から「ライフプランニング」を中心

としたキャリア教育の充実を図り、進路意識

を持ち、自ら学ぶ姿勢を持って取り組める生

徒を育成し、今後３年間で、卒業時の進路未

決定者ゼロをめざす。 

エ・基本的生活習慣を確立し、特に時間を守る

習慣を身に着けさせる。また、集団生活にお

けるルールを守る大切さを理解させ、文化

祭・体育祭等の行事や講演会・講習会等を通

じて継続的に指導を行う。 

 

(１) 

ア・シラバスの完成をめざすと共

に、学校教育自己診断（生徒）

「進路についての情報をよく

知らせてくれる」を 70％以上

とする。（新規） 

イ・全商簿記検定・全商情報処理

検定における３級の取得者を１

年次での取得者割合を７０％と

する。（新規） 

・学校教育自己診断（生徒）「自

分の考えをまとめ、発表するこ

とがある」60％以上。（新規） 

ウ・進路決定者を 95％以上とす

る。 

エ・今年度の遅刻件数を一人平均

４ 件 未 満 す る 。（ 昨 年 度 

4.0） 

 ・毎朝、正門で朝の挨拶運動を

おこなう。 
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３ 

地
域
の
期
待
に
応
え
、
生
徒
が
楽
し
く
、
意
欲
的
に
学
べ
る
環
境
や
取
組
み
の
充
実
し
た
学
校
を
め
ざ
す
。 

(１)  子どもが安心して

成長できる安全な社会・学

校の実現 

ア 生徒が学校中心の

生活を送れるような明る

く楽しい学校づくりの推

進 

イ 生徒が健全な学校

生活を送るための保健管

理と環境美化 

   ウ 人権教育と支援教

育の充実 

 (２) 他校種や地域との連

携を深めるとともに学校

情報の積極的な発信を行

う。 

  ア 近隣の小中学校や

施設との連携を強化し、地

域に一層信頼される学校

をめざす。 

 イ  学校ホームページ、

体験授業等を活用し、学校

情報発信を積極的に行う。 

 ウ 観光コースにおい

て、地域・企業と連携した

取り組みを計画する。 

（３）教職員の働き方改

革に関する取り組みを行

う。 

ア 委員会の整理・統

合をおこない教職員の負

担軽減を図る。 

(１) 

ア・生徒自らが運営する文化祭・体育祭をとお

して、すべての生徒が参加できるように工夫

をする。リーダーを育成し全員で協力するこ

との大切さや、生徒一人ひとり自らが楽しい

と感じる学校作りのために何事に対しても

率先して取り組める環境づくりを推進する。

また、生徒一人ひとりが安心して学校生活が

送れるよう、ケース会議・いじめ防止対策委

員会・特別支援教育委員会等の会議を定期的

に開催することにより、情報共有をおこな

い、教員がカウンセリングマインドをもって

生徒に接することを心掛ける。 

イ・保健委員を中心に保健活動の活性化を図る 

環境美化を中心に「保健だより」を年度内１

０回発行する。 

ウ・教職員対象の講習会や生徒対象の講演会を

開催し、教職員や生徒の人権意識向上を図

る。 

・情報モラル教育を充実させ、生徒が自身で

判断して行動できる力と態度を養えるよう

努める。 

・インクルーシブ教育を充実させるための委

員会組織の整理とそれに伴う特別支援コー

ディネーターの拡充を図る。 

(２) 

ア・地域企業と連携した名物商品の開発と販売

実習を実施する。 

・課題研究等の授業をとおして地域の観光・

文化等を紹介する取組を実施する。 

イ・学校ＨＰを充実し、日頃の教育実践を教職

員と生徒が積極的かつ効果的にＰＲする。 

・魅力ある学校のアピールに努め、中学校へ

の広報活動を充実させる。 

・中学生対象の各種説明会や体験講座の内容

を刷新し、魅力ある学校づくりをアピール

し、広報活動の充実を図る。 

ウ・地域・企業に呼びかけ、今年度中に令和５

年度２年次生が取り組める企画を計画す

る。 

（３） 

ア・各委員会で業務内容の見直しを行う。 

(１) 

ア・学校教育自己診断（生徒）「体

育祭・文化祭が楽しく行える

よう工夫されている」75%を

以上。（新規） 

 ・学校教育自己診断（生徒）にお

ける「悩みや相談に親身なっ

て応じてくれる先生がいる」

60％以上（新規） 

イ・学校教育自己診断（教職員）

「この学校では、清掃がいき

とどいている」60%以上（新

規） 

ウ・人権について教職員対象の講

習会や生徒対象の講演会を年 1

回開催する。 

・情報モラル教育の充実に向

け、生徒向け講演会・講習会を年

1 回以上実施する。 

・委員会組織を整理し、組織と

してインクルーシブ教育に対応

し、「ともに学び、ともに育つ」

教育を実践すための研修会を年

１回実施する。 

(２) 

ア・地域企業と連携し商品、パッ

ケージの開発や販売実習をお

こなう。 

・フィールドワークをおこな

い、地域の観光・文化を中心と

した発表をおこなう 

イ・学校ＨＰの更新回数 150 回

をめざす。（昨年度 140 回） 

 ・教員の中学校訪問回数を合計

200 回以上となるよう努める。 

 ・体験会・説明会の実施を４回

以上とし、参加生徒等を延べ

300 人以上をめざす。 

ウ・地域・企業との取り組みのた

めの校内担当者会議を月に１回

開催する。 

（３） 

ア・今年度、委員会を１つ以上、整

理・統合する 

 

 


